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Entrepreneurial Training

for Innovative Communities.

変革の現場に挑む機会を通して、

アントレプレナーシップ（起業家精神）溢れる人材を育みます。

そして、創造的で活力に溢れ、ともに支え合い、

課題が自律的に解決されていく社会・地域を実現していきます。

Our Mission

団体名称：特定非営利活動法人エティック
設立：1993年（事業化：1997年）
法人化：2000年3月
スタッフ： 124名 （うち専従50名）平均35.5歳 ※2022年5月31日現在
所在地：東京都渋谷区
年間予算：約7億円（2022年度）
URL： https://www.etic.or.jp/

団体概要

https://www.etic.or.jp/
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主な取り組み例

東京都：日本最大規模のビジネスプランコンペ 自治体と連携したローカルベンチャー育成事業

日本郵政ローカル共創イニシアティブ（2年間の出向プログラム) 企業×地域共創ラボ（地域課題領域での新規事業の共創）
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企業版ふるさと納税とは

● XXXXXXXXXXX
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企業版ふるさと納税の推移

○ 令和４年度の寄附実績は、令和２年度税制改正による税額控除割合の引上げ等もあり、前年度に引き続き

金額・件数ともに大きく増加（金額は前年比約1.5倍の341.1億円、件数は約1.7倍の8,390件）

○ 一層の活用促進に向け、引き続き関係府省とも連携し、企業と地方公共団体とのマッチング会を開催すると

ともに、寄附の獲得に向けた企業への訴求力・提案力の強化を図るための研修会等を実施
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寄附総額と寄附件数の推移

寄附額(億円) 寄附件数(件)

区分 H28年度
（初年度）

H29年度 H30年度 R元年度
R２年度
（税制改正の

施行）

R３年度 R４年度 合計

寄附額
（対前年度増加率）

7.5億円
23.6億円
（＋215％）

34.8億円
（＋48％）

33.8億円
（△３％）

110.1億円
（＋226％）

225.7億円
（＋105％）

341.1億円
（＋51％）

776.5億円

寄附件数
（対前年度増加率）

517件
1,254件
（＋143％）

1,359件
（＋８％）

1,327件
（△２％）

2,249件
（＋69％）

4,922件
（＋119％）

8,390件
（＋70％）

20,018件

（税制改正の施行）（初年度）

寄附額が

約1.5倍
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これまでどのように使われてきたのか？

● CSR的な考え方の延長が中心
● 創業地への貢献、工場等の立地地域への貢献など。

※ふるコネより抜粋
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最近の傾向は？（令和3年度大臣表彰事例）

● より投資的な視点での活用が増加。
● 信金中金は、各地域の信金によるソフト支援力向上が狙い。

ヤフーはカーボンニュートラルの優れた取組を公募し、初年度8
地域に総額2.5億円を寄付

信金中金が総額10億円のふるさと納税を実施
100地域×1千万円ずつの寄附
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最近の傾向は？（令和4年度大臣表彰事例）

● 自社のESG運用商品からの収益の一部を、企業版ふるさと納税として活用（CRM型）

野村アセットマネジメント株式会社 寄附実績：80,000千円（R2～R3）寄附先：33地方公共団体

○ 各道府県の地域金融機関と連携し、企業版ふるさと納税の仕組みを活用した寄附スキーム
『「志」プロジェクト』を創設。対象のＥＳＧ運用商品から企業が得る収益の一部を、各道府
県の実施するＳＤＧｓ事業へ寄附。

○ ＥＳＧ運用商品を取り扱う金融機関が所在する地方公共団体に対し、幅広い寄附を実施。
（令和２年度：19道府県、令和３年度：33道府県）

○ 同様の考え方に基づく寄附スキームは、多くの企業で応用が可能と考えられる。ＥＳＧ・
ＳＤＧｓをはじめとする企業の社会貢献への姿勢や経営方針を対外的に示すことにつながり、
企業価値の向上にもつながる取組であると考えられる。 『「志」プロジェクト』題字
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政府も解釈を明確化して推進しようとしている
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例えばどのような投資的な活用方法があるのか？

● 協働投資によるフィールド開発（サテライトオフィス／リビングラボ）

✓ 自社でも活用していきたいフィールドへの初期投資費用等を、企業版ふるさと納税を活用
して投資する。

✓ リビングラボのような実証実験フィールドへの投資などもありえるか。
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例えばどのような投資的な活用方法があるのか？（令和3年度大臣表彰）

● PoC予算の投資（地域側への事業投資）

✓ PoC実施にあたって、企業がその初期
費用を捻出するのが一般的

✓ 例えばその費用を企業版ふるさと納税
として、実証実験の委託先や行政の
コーディネート予算に充てる

✓ 公正なプロセスを経た上での契約は可
能（経済的な見返りには該当しない）

VSNから約6千万寄付

事業受託額、約3千万円
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例えばどのような投資的な活用方法があるのか？

九州電力

南海電鉄

伊藤忠テクノ
ソリューショ
ンズ

前田建設

リコー

両備ホール
ディングス
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例えばどのような投資的な活用方法があるのか？（令和4年度大臣表彰）

○ 葛城市とともに、長年にわたり「庁内業務の改革」や「地域課題の解決」を目指して一緒に
活動を行ってきており、連携協定を基にした双方の積極的なアプローチにより、スマート自治体
の実現に向けた人材派遣（企業版ふるさと納税（人材派遣型））を実施。

○ 派遣された人材（ＳＥ）が中心となり、同市のＤＸ推進の一環として、住民サービス改革及び
庁内業務改革のためのアプリ（15個）を開発。オンライン手続きによる住民サービスの向上や、
業務プロセス効率化等の庁内業務の改善をはじめ、ＤＸ推進の取組が大きな成果を挙げた。

○ デジタル人材の確保やスマート自治体の実現は多くの自治体の課題となっており、他自治体へ
の横展開も期待される取組。

リコージャパン株式会社 寄附実績：2,500千円（R3） 寄附先：奈良県葛城市

DX伴走支援の様子
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現状の制度上の壁・課題

● 年度末にならないと課税所得が決められない
● なぜその地域なのかという合理的説明が社内で求められる
● 事業部門と財務部門との調整（どの部門から寄付をするのか）

企業が寄附額を決められ
るのは実質この頃。年度
内に使い切ることが原則
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自治体側ができる工夫（基金化）

● 条例の一部改正により、企業版ふるさと納税による寄附を基金化し複数年度活用が可能
● 内閣府も推奨しており、先進的な自治体はこの受け皿準備を進めている
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企業版ふるさと納税の活用のポイントは？

寄付のやり取りを越えた、
企業と地域との新たな共創を目指していけるか？

⚫ CSR的な寄附(従来のパラダイム)だけでは広がりに限界がある

⚫ 民間の資金・人材・知見をどう地域の課題解決に活かしていけるか

⚫ 企業版ふるさと納税・人材派遣型等の対応含め、共創に向けた意
識と体制がより重要になる

⚫ 企業側もこれまでとは違う事業開発のあり方を模索している
＝対話を重ねていくことそのものが大切
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